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平成 22年 2月 26日  

企業会計基準委員会 御中 

新日本有限責任監査法人 

品質管理本部 業務監理部門長 

古川 康信 

 

「実務対応報告第26号『債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い』の適用期間

の満了に関するご意見の募集」に対する意見 

 

貴委員会から平成 22年 2月 1日に公表された「実務対応報告第 26号『債券の保有目

的区分の変更に関する当面の取扱い』の適用期間の満了に関するご意見の募集」につい

て、下記のとおり意見を取りまとめましたので提出いたします。  

 

記 

 

1. 意見募集②（適用を継続しない場合の注記継続の要否）について 

（コメント） 

実務対応報告第 26 号の適用を継続しないとした場合にも、当該取扱いを適用したそ

の後の事業年度における追加情報としての注記は継続すべきである。 

 

（理由） 

実務対応報告第 26 号の定めに従い保有目的区分の変更を行った場合に、事後的な注

記を継続することについては、当該取扱いを廃止するか否かとは別の論点であり、一定

の必要性に鑑みてその設定当初に設けられた事後的な追加情報の注記に関し、それを廃

止すべき積極的理由が見出しづらいことから、これを継続すべきものと考える。 

また、実務対応報告第 26 号の適用を継続しないとした場合に、結果として一定の時

限措置として定められた実務対応報告第 26 号の取扱いを用いたという事実を事後的に

も開示することになるが、これは財務諸表利用者に対する有用な情報提供となるものと

考える。この点、注記のみを継続することが作成者又は利用者の理解を困難にするとい

う意見に対しては、会計基準等の明確な定めとして注記の継続が謳われており、また実

務対応報告第 26 号の取扱いが廃止されていることが周知されていれば、特段の問題は

生じないと考えられる。 

なお、国際的な会計基準においても同様の注記が継続的に求められており、追加情報

の注記を継続しないことにより、国際的な会計基準の取扱いと実質的に相違することも、

コンバージェンスを推進する現在の流れの中では、極力排除すべきものと考えられる。 

 

以 上 
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